
様式３－１

法人名　　社会医療法人神鋼記念会　 　 　　　　

所在地　　神戸市中央区脇浜町1丁目4-47 　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

Ⅱ　固　定　負　債

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

Ⅰ　流　動　資　産 4,711,376 Ⅰ　流　動　負　債 4,332,297

現 金 及 び 預 金 1,772,792 買 掛 金 1,658,234

※医療法人整理番号

貸 借 対 照 表

（令和7年3月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

た な 卸 資 産 157,836 未 払 金 49,312

前 払 費 用 37,061 未 払 費 用 342,158

事 業 未 収 金 2,662,787 短 期 借 入 金 1,175,809

未 収 入 金 70,389 リ ー ス 債 務 388,453

Ⅱ　固　定　資　産 7,395,421 預 り 金 75,076

6,689,855 前 受 収 益 52,978

そ の 他 の 流 動 資 産 15,475 未 払 法 人 税 等 27,470

貸 倒 引 当 金 △ 4,964 未 払 消 費 税 等 21,251

構 築 物 71,142 長 期 借 入 金 2,946,151

機 械 装 置 0 リ ー ス 債 務 1,248,670

建 物 1,677,119 賞 与 引 当 金 541,557

建 物 付 属 設 備 785,414 5,740,422

土 地 2,696,228 負　債　合　計 10,072,720

リ ー ス 資 産 1,214,142 純 資 産 の 部

工 具 器 具 備 品 242,874 退 職 給 付 引 当 金 833,268

車 両 運 搬 具 2,935 長 期 前 受 収 益 712,333

設 立 等 積 立 金 1,128,848

その他の無形固定資産 2,943 繰 越 利 益 積 立 金 905,230

375,052 科　　　目 金　　　額

ソ フ ト ウ ェ ア 116,190 Ⅰ　積　　立　　金 2,034,078

330,514

長 期 貸 付 金 3,887

長 期 前 払 費 用 216,966

繰 延 税 金 資 産 108,805

リ ー ス 資 産 255,919

そ の 他 の 固 定 資 産 856 純 資 産 合 計 2,034,078

資　産　合　計 12,106,798 負債・純資産合計 12,106,798



様式４－１

法人名　　社会医療法人神鋼記念会　　　　　　

所在地　　神戸市中央区脇浜町1丁目4-47 　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　損　失

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和6年4月1日　至　令和7年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

17,311,194

17,459,901

本 来 業 務 事 業 損 失 △ 148,707

8,587

20,879

附 帯 業 務 事 業 損 失 △ 12,292

支 払 利 息 72,342

事 業 損 失 △ 160,998

受 取 利 息 705

経 常 損 失 △ 232,635

固 定 資 産 売 却 損 1,188

税 引 前 当 期 純 損 失 △ 233,823

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 27,478

法 人 税 等 調 整 額 83 27,561

当 期 純 損 失 △ 261,384



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１．継続事業の前提に関する事項 

 当社会医療法人は、令和 5年度と令和 6年度の 2期連続で事業損失を計上しております。 

また、2期連続で経常損失を計上した結果、当社会医療法人が締結しているシンジケート・ 

ローン契約の財務制限条項に抵触しております。当該財務制限条項に基づき金融機関から 

期限の利益喪失を権利行使された場合は、当社会医療法人の自己資金による対象債務の弁済は 

困難です。このような状況から、当社会医療法人には継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる 

事象又は状況が存在しております。当社会医療法人は当該状況を解消すべく、以下の対応を 

図ります。 

 

①経常損益の改善 

以下の取組みにより経常損益の改善を図り、令和 8年度決算での黒字化を目指します。 

・病床稼働率の向上 

・手術収入、指導料等の増加による診療単価の改善 

・人間ドックの受診者拡大 

・費用削減の強化 

 

 以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策について積極的に 

実施することで、経常損益の改善を図ります。 

 

②財務制限条項 

 財務制限条項に抵触したシンジケート・ローンについては、貸付人である各金融機関に 

対して、期限の利益喪失の権利行使猶予を申し入れています。 

 

 ただし、これらの対応策は実施途上であり、期限の利益喪失の権利行使猶予について、各金融 

機関との合意が得られていないため、現時点では継続事業の前提に関する重要な不確実性が 

認められます。 

 なお、計算書類は継続事業を前提として作成しており、継続事業の前提に関する重要な不確実 

性の影響は計算書類に反映していません。 

 

２．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価方法は最終仕入原価法による低価法を採用しております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法によっております。建物及び建物付属設備については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物 7 年～47 年 

建物付属設備 3年～47年 

構築物 7年～60年 

機械装置 9 年 

工具器具備品 2年～20年 

車両運搬具 4 年～10 年 

（2）無形固定資産 

定額法により 5年で償却しております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年

数として 5年～10 年で償却しております。 



４．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生

債権等については回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当会計年度の負担額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計年

度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、当社会医療法人は、

前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満であることから、簡便法による期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。 

 

５．消費税及び地方法人税の会計処理の方法  

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

ただし、固定資産に関わる控除対象外消費税等は、長期前払消費税として投資その他の資産

の｢長期前払費用｣に計上し、建物に関しましては 20 年で均等償却を行い、その他の固定資

産に関わる控除対象外消費税等は、5 年間で均等償却を行っております。その他の控除対象

外消費税等は期間費用として計上しております。 

 

６．その他貸借対照表作成のための基本となる重要な事項 

（1）補助金等の会計処理 

事業を補助する目的で受け取った補助金等については、事業収益に含めて計上しております。 

 

７．重要な会計方針を変更した旨等  

該当事項はありません。 

 

８．資産及び負債のうち収益業務に関連する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項  

該当事項はありません。 

 

９．担保に供されている資産に関する事項  

（1）担保に供されている資産 

建物 1,677,119 千円 

建物付属設備 785,414 千円 

土地 2,696,228 千円 

 計  5,158,762 千円 

（2）担保に係る債務 

短期借入金 303,120 千円 

長期借入金 2,095,040 千円 

 計  2,398,160 千円 

 

10．法第 51 条第 1項に規定する関係事業者に関する事項  

該当事項はありません。 

 

11．重要な偶発債務に関する事項  

該当事項はありません。 

 

12．重要な後発事象に関する事項  

該当事項はありません。 

 



 

13．その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項  

（1）有形固定資産減価償却累計額   

4,343,035 千円 

（2）財務制限条項 

  当社会医療法人が締結している以下のシンジケート・ローン契約については、財務制限条項 

が付されています。 

 

 ①平成 27 年 3月契約分(当期末残高:短期借入金 173,320 千円、長期借入金 780,140 千円) 

以下のいずれかの条項に抵触した場合、本契約上の全ての債務について期限の利益を喪失 

する可能性があります。 

 

 Ⅰ．各会計年度の末日において期末における純資産の金額が、平成 28年 3 月期の純資産の 

金額又は前会計年度末の純資産の金額のいずれか高い方の 75%以上を維持すること 

  

 Ⅱ．平成 28年 3 月期以降の会計年度において、連続する 2つの会計年度の末日における損 

益計算書に記載される経常損益を損失としないこと 

 

 ②令和 6年 3月契約分(当期末残高：短期借入金 100,000 千円、長期借入金 1,300,000 千円) 

  以下のいずれかの条項に抵触した場合、本契約上の全ての債務について期限の利益を喪失 

する可能性があります。 

 

Ⅰ．各会計年度の末日において期末における純資産の金額が、令和 5年 3月期の純資産の金 

額又は前会計年度末の純資産の金額のいずれか高い方の 75％以上を維持すること 

   

Ⅱ．令和 6年 3月期以降の会計年度において、連続する 2つの会計年度の末日における損益 

計算書に記載される経常損益を損失としないこと 

 
令和 5 年度と令和 6 年度の 2 期連続で経常損失を計上した結果、当会計年度末において財務 

制限条項に抵触しておりますが、現時点では、期限の利益喪失に関わる条項を適用する旨の通知 

を受けていません。 

 

（3）補助金等の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額 

   （単位：千円） 

内訳 交付者 損益計算書影響額 貸借対照表影響額 

運営費補助金 厚生労働省 7,973 - 

兵庫県 13,710 12,195 

神戸市 16,108 3,800 

合計  37,791 15,995 

  

(4) 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

 

 長期前受収益 107,885 千円 

 未払事業税    921 千円 

   合計   108,805 千円 

 


